
給与所得等に係る市民税・県民税・特別徴収額の決定・変更通知書（納税義務者用）

整 理 番 号 税 額 控 除 所 得 割 ④

給 与 収 入 税 額 控 除 額 ⑤ 　６月　
給 与 所 得 （ 所 得
金 額 調 整 控 除 後 ）

そ の 他 の 所 得 計 均 等 割 額 ⑦ 　８月　

税 額 控 除 所 得 割 ④ 　９月　

雑 損 税 額 控 除 額 ⑤ １０月　

医 療 費 所 得 割 額 ⑥ １１月　

社 会 保 険 料 均 等 割 額 ⑦ １２月　

小 規 模 企 業 共 済 　1月　

生 命 保 険 料 ２月　

地 震 保 険 料 1 ３月　

４月　

寄附金税額控除額 市　41,680　　県　10,420 ５月　

住宅借入金控除額 市　83,040　　県　20,760

確定申告の内容が、申告時期・内容により、この通知に反映していない場合があります。
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保育料の概算を算定する場合の市民税の所得割額は、市民税の「税額控除所得割④」の金額に6/8を乗じた金額になります。

今回の例では、182,560×6/8＝136,920円となります。

保護者（父と母）の所得割額を足したもので保育料を算定しますので、配偶者の市民税の所得割額が0円の場合、

保育料は「利用者負担額表」の階層C9に該当し、軽減対象でなければ、３2,000円／月となります。


